


表1岩手県における企業の農業参入調査事例の事業内容と経営資源の調達(2007年)

企業　　　　　　　　　　(樵)A　　　　(秩) B　　　　(樵)C　　　　　(樵)D　　　　(樵)E　　　　(樵)ド

業種　　　　　　　　食品加工(製麺)食品加工(漬物)　　建設　　　　　　建設　　　　　　建設　　　　　建設

年商(2006年)　　　　　6億円　　　　　5.5億円　　　　9.1億円　　　　　7.6億円　　　　18.9億円　　　10億円

〟 (ピーク年)　　　(2億円:1988年) 9.9億円(1996年) 20億円(1992年) ll.7億円(1997年)　21億円(?)　30億円(1997年)

農業生産法人　　　　　　(育)A　　　　　　　　　　　　(有)C　　　　(有)D　　　　(有)E　　　　(有) F

農業参入年　　　　　　1988年　　　　　2003年

ソバ70ha

事業内容　　　　　　乾燥･貯蔵･製粉

(500ha分)

生産の特徴　　　　　無農薬栽培

1998年　　　　　1 995年

ホウレンソウ125a

無臭ニンニク　　大根5ha

0.6ha　　　　　　大根加工(40ha

分)

無農薬･有機肥　熟成堆肥､減農
料､消毒あり　　薬･減化学肥料

リンドウ4388

水稲7.6ha

作業受託

東南百恵高藤-(娠
マルチ)栽培･特

戟

1995年　　　　1 988年

面季戎らイチゴ
4,000坪､水田　小麦･大麦･ソ

50ha(水稲30ha､バ･大豆36ha､農

麦13ha､大豆　　作業受託15ha

7ha)

水稲は省農薬有
機肥料栽培

すべて有機栽培

農地面積(うち借地)　　70(70) ha 0.6 (0.6) ha　　5A3 (5.43)ha　　12(8) ha　　　　50 (20) ha　　　36 (20)ha

農地-方法　葦_a-,g蓋Fg.iaT~~-J二　　依頼･被-　従業員.被依頼依析-　国莞慧芸実地

労働力(正社員)　　　　1名　　　　　　　　　　　　　　2名

ll (臨時･パート社員)　　1名
55年I

(畑20､加工場35)

16名(イチゴ10､

7名　　　　　水田作3､　　　　2名

______ ___避イラー3)_　_____

28名　　　　　　35名　　　　　1名

(兼任社員, lB　.k～i急時　　　　　l鳩

3)農業参入のシナジー効果と成果

食品では付加価値の高い原料を自社生産することに

より､本業での原料安定確保や売上高増加に結びつい

ている｡農業生産法人(部門)の経営収支は自社利用

の負い取り価格によって左右され､ 2社とも赤字であ

るが､その場合でも本業を含めて総合的にはプラスと

評価されているo　一方､建設では重機利用や工閑期労

働力利用､排熱利用などで一部シナジー効果があるが､

いずれも経営収支は赤字である｡

4)経営資源の調達

土地の多くは借地によって調達され､ A社では遊休

化した牧野組合跡地を含めて大面積を利用している｡

他方､ D､ E､ F社では自作地において土地利用型作

物が生産されている｡圃場整備や土づくりを行う場合､

借地ではリスクが大きいからであるo　農地の集積は系

統や個別相対で行われているが､いずれの場合でも特

段の困難はない｡労働力はD社を除いて農業専任が

中心で､本業との兼任は少ない｡建設と農業とでは労

働内容が異なり､容易に兼ねられるものではなく､加

えて､建設と農業との賃金格差がもう一つの障害にな

っている｡農業用の機械施設はB社を除いて一式所

有しており､それらの導入にあたっては公的助成を受

けている｡

5)今後の事業計画と課題

今後の事業計画ではB社を除いて､いずれも拡大

意向である｡食品加工のÅ社は成果をさらに高める

ためであるのに対し､現在､赤字経営の建設では経営

収支の改善が目的である｡また､雇用労働力の就業先

確保としての位置づけもある｡課題としては､高付加

価値生産のための農業生産技術の未確立が多い｡

4　まとめ

企業の農業参入の実態に関して､食品産業では既往

の成果と同様な結果であったが､建設業については､

経営資源の調達において異なる結果が得られた｡農地

の調達は比較的容易であるが､農工間の賃金格差が労

働力の利用共同を妨げ､土地利用型作目における自作

地利用がみられた｡また､雇用労働力や施設の稼働水

準を高めるための作目(事業)導入もみられた｡

今後は､特定法人の事例分析により農業生産法人と

の違いを明らかにするとともに､企業の農業参入プロ

セスを策定し､定着のための課題を検討する｡
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